別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：企画開発費　　目：企画調査費
	事業名:ファミリー・サポート・センター事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　環境生活部　少子化対策課　少子化対策担当　電話番号：058-272-1111（内　2682）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11167@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：750千円（前年度予算額：500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　子育てをしながら安心して働き続けることができる環境づくりを推進するため、ファミリー・サポート・センターの設立及び運営を行う市町村に対して助成を行う。

【補助内容】

（１）新規設立

　　・対　象　　ファミリー・サポート・センターを新規に設置する市町村

・補助率　　次世代育成支援対策交付金を受給できる場合　対象経費の1/3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　できない場合　対象経費の1/2

　　　　・限度額　　500千円

新（２）広域実施

　　　　・対　象　　ファミリー・サポート・センターを広域で実施する市町村

　　　　・補助率　　広域実施に係る経費の1/2
　　　　・限度額　　250千円
新（３）病児・緊急預かり
　　　　・対　象　　ファミリー・サポート・センターにおける病児・緊急預かりを
　　　　　　　　　　新規に実施する市町村
　　　　・補助率　　病児・緊急預かりに係る経費の1/2
　　　　・限度額　　250千円
	２　所要経費

	


　　補助金：750千円（@250×3箇所を想定）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　安心して子育てのできる地域をつくるために

　　・多様な子育て支援サービスを充実させる
	２　これまでの取組状況


　平成１２年度から補助制度を開始し、平成２２年４月現在で県内２７の市町においてファミリー・サポート・センターが実施されている。
　
	３　これまでの取組に対する評価


県内において普及が進んでいるが、単独での設置が困難な町村もある。また、厚生労働省の直接事業であった緊急サポートセンターの事業内容を、ファミリー・サポート・センター事業として拡充する方針が出されているため、今後は病児・緊急預かり実施の部分に対する支援が必要とされるほか、病児・病後児保育事業で広域実施が行われているように、この事業においても、広域実施を推進することで、全市町村におけるファミリー・サポート・センターの実施を目指す。
	決定額の考え方


　国、県、市の負担割合については、変更しないこととし、限度額の引き下げも見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
	分担金

負担金
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手数料
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	寄付金
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	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	500
	
	
	
	
	
	
	
	500

	要求額
	750
	
	
	
	
	
	
	
	750

	決定額
	750
	
	
	
	
	
	
	
	750


